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ヘイト犯罪 
および事案

ヘイト犯罪や事案を報告し、支援を受けるには
カリフォルニア州司法省被害者支援部門 

カリフォルニア州司法長官ロブ・ボンタ氏は、ヘイト犯罪および関連事案の識別方法、通報手続き、
被害者が利用できる支援サービスについて、次の情報を提供しています。

ヘイト犯罪ですか？それともヘイト事案ですか？ 
ヘイト犯罪とヘイト事案には、以下のとおり明確な違いがあります。

ヘイト犯罪とは、被害者の実際または認識上の保護されたアイデンティティ特性に対する憎悪または
意図的偏見を動機として、個人・団体・財産に対して行われる軽犯罪または重罪の犯罪行為です。
認識上の保護されたアイデンティティ特性には、その認識の正確性にかかわらず、保護対象の特性を
有すると見なされ、そう認識され、またはそう取り扱われることが含まれます。以下のいずれかの要
因により、実際または認識上の属性を理由に標的とされた場合、あなたはヘイト犯罪の被害者である
可能性があります。

•	 身体的障害または精神的障害、
•	 性別（性自認および性表現が含まれる）、
•	 国籍、
•	 人種または民族、
•	 宗教、
•	 性的指向、または
•	 これらの「実際」または「認識上」の特性のいずれかを有するとされる個人または団体と 

の関係。
•	 挙げられていない保護対象のアイデンティティ特性が追加的に存在します。 

被害者には、個人、家族、団体、コミュニティセンター、教育施設、企業、事務所、集会施設、 
礼拝所、私立機関、公的機関、図書館、またはその他の犯罪被害者や標的とされた対象などが含 
まれますが、これに限定されるものではありません。

ヘイト事案とは、憎悪または保護された集団に対する意図的な偏見に基づく行為または態度であり、 
犯罪としての要件を満たさないものを指します。合衆国およびカリフォルニア州の憲法のもとでは、 
他者の公民権を侵害しない限り、憎悪的な発言も言論の自由として認められています。ヘイト事案は、 
最寄りの法執行機関へ報告してください。ヘイト事案が人または財産に対する脅迫や犯罪行為に発展し
た場合、それはヘイト犯罪として扱われる可能性があります。また、ヘイト事案に遭遇した場合、民事
上の救済措置を受ける権利が認められることもあります。

ヘイト事案の具体例としては、以下が挙げられます。

•	 暴力の脅威を伴わない、保護対象の集団に対する名指し、侮辱、中傷、差別的な発言や悪罵。

•	 暴力の脅威を伴わない場合に限り、私有地に憎悪的な資料を掲示する行為。

•	 暴力の脅威を伴わない範囲での、憎悪的なメッセージが記された衣服の着用。

•	 暴力の脅威を伴わない場合における、公共の場での憎悪的な内容を含む資料の配布。



カリフォルニア州司法省（California Department of Justice） 司法長官室（Office of the Attorney General）

ヘイト犯罪の見分け方：
罪が憎悪や偏見に動機づけられていることを示す兆候として、以下のような点が挙げられます。

•	 加害者が、特定の宗教、人種、性別などの保護対象グループに属していることを理由に、 
被害者または財産を標的とした。

•	 加害者が、中傷的な発言や差別的な象徴など、偏見を示す文言や言動を伴った。

•	 犯罪が、礼拝所、コミュニティセンター、パレード、文化行事など、被害者の保護対象グルー
プにとって象徴的な場所で発生した。

•	 犯罪が、宗教的祝日、旧正月、プライドイベント、記念日など、被害者の保護対象グループに
とって象徴的な日に発生した。

•	 その地域で、組織的なヘイト活動が確認されている。

危険を感じた場合は、直ちに911に通報するか、最寄りの法執行機関に連絡してください。
危険が去り、必要な医療処置を受けた後は、可能であれば次の対応を行ってください。

•	 落書き、破損物、投てき物などの物的証拠を保管し、覚えている内容を記録し、写真を 
撮影する。

•	 他の被害者や目撃者の氏名・連絡先、犯人に関する証言や特徴などの情報を、可能な限り 
収集する。

ヘイト犯罪を目撃した場合は、速やかに最寄りの法執行機関へ通報してください。
•	 カリフォルニア州司法省は、ヘイト犯罪の可能性を調査する際に、地方・州・連邦の法執行機

関を支援するためのツールやリソースを提供しています。これには、加害者の特定、逮捕、 
起訴、有罪判決の支援も含まれます。

ヘイトに立ち向かうために、あなたや地域社会が取り組めること：
•	 課題を理解します。地域の課題を正しく把握し、解決策を立案するために、すべての関係者が

協力して取り組むことができます。

•	 声を上げ、社会の意識を高めます。ヘイトや不寛容に対して明確に反対の意を示し、公的機関
の関係者にも同様の対応を求めましょう。 

•	 法執行機関と地域社会との連携を深めましょう。法執行機関と地域社会との緊密な連携は、
ヘイト犯罪の予防と的確な対応に大きな効果をもたらします。

•	 人権委員会は、地域社会の理解を深め、被害者を支援し、将来的なヘイト犯罪や事案の防止
に取り組む役割を担っています。さらに、同委員会は、ヘイト犯罪や事案に関する啓発活動を通
じて、法執行機関および市民への教育、発生傾向の分析、政策提言などの役割も担います。
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被害者の皆様へ：
マーシー法（カリフォルニア州憲法第I条第28項として知られる「被害者権利章典」）および刑法は、 
ヘイト犯罪の被害者に対し、刑事事件において重要な法的権利を保障しています。ヘイト犯罪や事案の
被害者は、ラルフ公民権法（民法第51.7条）およびトム・ベイン公民権法（同第52.1条）に基づき、 
民事裁判所を通じた救済措置を受ける権利を有しています。i

•	 損害賠償を受ける権利。刑事事件では、財産の損失や医療費、カウンセリングの妥当な費用、 
逸失賃金などについて、返還（損害賠償）を求め、受け取ることができます。民事訴訟では、 
裁判所が、精神的苦痛などの非経済的損失に加えて、実際の損失の賠償を命じることもあり 
ます。民事裁判所は、加害者（被告）に対し、懲罰的損害賠償、弁護士費用（弁護士を雇っ
た場合）、および公民権侵害に対する最高25,000ドルの支払いを命じることができます。

•	 被害の状況を伝える権利。刑事事件においては、被告に判決が言い渡される前に、犯罪によ
る生活への影響を裁判所に伝えることができます。

•	 刑事手続に関する情報を受け取る権利検察官から、以下を含む刑事事件に関する特定の情報を
受け取る権利があります（ただしこれに限りません）。(1) 被告の逮捕。(2) 起訴された罪状。 
(3) 有罪判決・量刑・収監状況、(4) 該当する場合は釈放予定日。また、公判、仮釈放、その他
の有罪判決後の釈放に関する手続について、合理的な通知を受けるよう求めることも可能です。

•	 安全を守るために裁判所へ保護を求める権利。裁判所は、被告による暴力、脅迫、つきま 
とい、嫌がらせなどから、あなたや家族、パートナーを保護するために、刑事または民事の保
護命令（例：接近禁止命令など）を発令することができます。

•	 在留資格に関するプライバシーの保護。 あなたがヘイト犯罪の被害者または目撃者である 
場合、カリフォルニア州法により、特定の犯罪で起訴・有罪とならない限り、法執行機関が移
民法違反の有無を理由に拘束したり、連邦移民当局へ通報したりすることはできません。カリ
フォルニア州法では、法執行機関が、被害者や犯罪の報告者を含む個人に対して、在留資格 
 （移民ステータス）を尋ねることを禁じています。ただし、Uビザ（犯罪被害者用）またはTビ
ザ（人身取引被害者用）を申請する場合は、認定のために法執行機関へ在留資格に関する情
報を提供する必要があります。

支援を受けるには：
•	 緊急の治療が必要な場合は、911に連絡するか、最寄りの病院を受診してください。事件を報

告するには、最寄りの法執行機関にご連絡ください。

•	 CA vs. Hate（カリフォルニア対ヘイト）リソース回線およびネットワーク 
 「CA vs. Hate」は法執行機関への通報窓口ではありませんが、ヘイト犯罪や事案については、 
(833) 866-4283へ電話するか、オンライン（https://stophate.calcivilrights.ca.gov/s/）で報告でき
ます。報告することで、地域社会におけるヘイトの常態化を防ぎ、被害を受けた人々が支援を
受けられるようにすることができます。CA v. Hateは、地域社会や被害者が文化的背景に配慮し
たリソースや支援にアクセスできるよう支援しています。 
 
 

i	 刑事事件の起訴権を有するのは政府のみです。刑事事件においては、懲役、罰金、あるいは懲役に代わるその他
の刑罰または条件が科される場合があります。一方、民事訴訟は、個人・団体・政府のいずれからも提起するこ
とができます。民事事件では民法上の争点を解決するものであり、刑事事件に比べて立証責任（証明の負担）は
軽くなっています。民事事件では、刑事罰としての収監は行われません。

https://stophate.calcivilrights.ca.gov/s/
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•	 カリフォルニア州司法長官事務所 被害者支援部門（California Attorney General’s Office Victims’ 
Services Unit）
被害者支援部門は、犯罪被害者およびそのご家族に対し、刑事手続のあらゆる段階で支援を
提供しています。詳細は、(877) 433-9069までお電話いただくか、oag.ca.gov/hatecrimesをご覧
ください。

•	 カリフォルニア州公民権局（California Civil Rights Department: CRD） 
CRDは、ラルフ公民権法を執行する責任を担う州の行政機関です。ヘイト犯罪や事案の被害に
遭った場合は、加害者に対し、CRDに苦情を申し立てることができます。苦情の申し立て方法
については、Calcivilrights.ca.gov/complaintprocessにアクセスするか、(800) 884-1684（フリーダ
イヤル）または (800) 700-2320 (TTY) までお電話ください。

•	 地方検事局 被害者・証人支援センター
カリフォルニア州内の各郡およびロサンゼルス市には、州被害者補償委員会と連携し、被害者
を支援する「被害者・証人支援センター」が設置されています。お近くのセンターや支援リソー
スの情報は、victims.ca.gov/victims/localhelp.aspxをご参照ください。

http://www.oag.ca.gov/hatecrimes
http://Calcivilrights.ca.gov/complaintprocess
https://victims.ca.gov/victims/localhelp.aspx



